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巻頭言
　琵琶湖沿岸では，水田への移動手段や日常の足と
して，田舟が半世紀ほど前までよく使われていた。
道路整備が進み，内湖の多くが干拓され，姿を消し
たが，近江八幡市の白

しらおうちょう

王町では，西の湖に浮かぶ
権
ご ん ざ

座という2.5ヘクタールほどの島への往来のため，
田舟が現役である。ヨシに囲まれた島の水田は，ユ
ニークな風景を形成している。
　2006年にこの一帯は「近江八幡の水郷」として全
国で初めて重要文化的景観に選ばれた。これに伴い
景観農業振興地域整備計画を策定することになり，
白王町ではワークショップを実施した。このとき，
人々は地域の景観を再発見し，「営農の継続が地域
の景観を守る」「これまでの生活や営農の積み重ね
によって今の景観ができあがっている」「外部の人
のためではなく，自分たちのため，子や孫のための
景観である」といった認識が共有された。
　これをきっかけに，ここではさまざまな取り組み
が始まった。権座では田植えや稲刈り，いも掘りな
どの体験会や，ニゴロブナの放流を行っている。ま
た，1960年代に生産されなくなった滋賀渡船6号と
いう酒米を栽培し，収穫した米でつくった清酒「權
座」は好評を博している。毎年3月には新酒の披露，
食事の提供，コンサートなどからなる「権座サポー
ターのつどい」を，10月には「農の収穫感謝祭」を
それぞれ開催している。これらの取り組みの基盤に
は堅実な農業経営がある。農家はすべて兼業だが，
集落営農組合が転作田の作業受託と賃借による水稲
生産を手掛け，耕作放棄を防いでいる。
　一連の活動に対して，集落営農組合が農林水産祭
むらづくり部門の農林水産大臣賞を受賞するなど，
数々の表彰を受けているほか，多くのTV番組や新
聞記事などで取り上げられている。さらに，農家レ
ストランや農家民宿の経営，福祉施設の運営も検討
されている。
　OECD（経済協力開発機構）は10年前に『農村の
新しいパラダイム』という報告書で，農村振興政策
の包括的な分析枠組みの構築を研究課題として挙
げている。ヨーロッパではその直後にEUの資金に
よる研究プロジェクト「農村振興の理論的理解の進
展」において理論的枠組みが検討された。そこで示

されたのが農村ウェブとい
う概念である。農村ウェブ
とは，農村における資源や
アクターとその活動，およ
びそれらの相互関係や相互
作用のあり方であり，その
地域の農村ウェブが地域の
発展を規定する。この概念
を使って，ある地域の農村
振興のメカニズムを解釈し，地域づくりの課題を解
決することができるという。
　実際の地域の振興を考える場合，６つの面に留意
する。直訳するとわかりにくいので，大胆に言い換
えると，地域の資源を活用すること，新しいモノ／
コトを生み出すこと，持続性を心がけること，共同
して取り組むこと，仕組みを工夫すること，売り方
を工夫すること，の６つである。
　農村ウェブはヨーロッパの農村を観察して組み立
てられたものだが，抽象度が高いので，日本にも当
てはめることができるのではないかと考えている。
新たな理論的枠組みが求められた背景には，農村が
多様化していること，農村の生産面における農業の
地位が低下していること，農村と都市が明確に分け
られなくなっていること，などの認識があり，これ
らは日本と共通しているからである。
　白王町の取り組みがどのように進んできたのかを
農村ウェブの枠組みで解釈してみよう。権座という
特徴的な地域の資源を核に，酒米の栽培をはじめと
する各種の活動を始めた（あたらしいモノ／コト）。
酒は「権座・水郷を守る会」というNPO法人を通
して販売している（仕組みと売り方の工夫）。収穫
感謝祭などのイベントは集落の多くの住民が参加し
ている（共同の取り組み）。さらに，農業を続ける
ことで子や孫に景観を残す（持続性）という思いが
共有されている。このように，６つの面のいずれに
も該当するような取り組みが積み重ねられてきたこ
とが，優れた地域づくりにつながっているといえる
のではないだろうか。

優れた農村振興の要点とは
法政大学経済学部教授　西澤栄一郎
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研 究 成 果

米国農業法の変遷と2014年農業法の実施状況
－経営安定対策を中心にして－

国際領域　主任研究官　勝又健太郎 

１．米国農業法の変遷（1933年農業法～
2008年農業法）

米国における農家の経営安定対策は，1930年代の
大恐慌において農産物価格が暴落した際に農家を救
済するため価格支持融資という形式で始まりました

（1933年農業法）。これは，農産物を担保に短期間の
融資（融資額は，融資単価に生産量を乗じたもの）
を提供し，返済時に市場価格が融資単価未満の場合
には担保農産物を政府に引き渡せば融資の返済が免
除されるという施策（非遡及型融資）で，融資単価
が農家にとって最低販売価格になりました（融資単
価は品目毎に設定）。そして，生産調整（過去の平均
的な作付実績である基準面積の一定割合を休耕する
こと）が価格支持融資を受ける要件とされました。

第二次大戦期から戦後の欧州復興期等の需要増大
に対応した増産奨励のために融資単価（支持価格）
が高水準に引き上げられ，1960年代初頭にかけて維
持された結果，生産過剰となり在庫が急増しました。
在庫処理の必要性から米国の農産物の国際市場に
おける価格競争力を強化して輸出を促進するために，
融資単価を国際価格並みに引き下げました。そして，
これに伴う価格の低下により生じる農家の所得の損
失を補てんするため，直接支払いを導入しました。

以上のような1960年代の低水準の融資単価と直接
支払いによる補てんという仕組みを継続させる形で

「不足払い」を導入しました（1973年農業法）。これは，
経営維持に必要な価格として「目標価格」を設定し，
価格がそれ未満になった場合にその差額を単価とし
て直接支払いを支給するというものです。支給額は，
単価に作付面積に基づき算定された生産量を乗じて
求められました。

その後，1990年代前半になると米国の財政赤字が
急増し，不足払い等の経営安定対策に係る支出削減
の圧力が強まりました。一方，1995年には農産物価
格が目標価格以上に高騰したことから，農家からは
生産調整廃止の要求が高まりました。

このような状況下で当該支出削減を計画的に実
施するために，不足払いを廃止し，価格の動向に関
係なく一定額を支給する直接固定支払い（デカップ
ル支払い）を導入するとともに，生産調整を廃止し，
作付けを自由化しました（1996年農業法）。直接固定

支払いの支給額は，品目毎の固定単価に農家毎に固
定された生産量（基準面積に基づき算定）を乗じて
求められました。

しかしながら，1996年以降，農産物価格が低下し
始め，直接固定支払いだけでは農家経営を維持する
ことができなくなったため，直接固定支払いに追加
する形で改めて従来型の不足払いであるCCP（Count-
er-Cyclical Payment：価格変動対応型支払い）を再
導入しました（2002年農業法）。

2006年秋以降から農産物価格が再び目標価格以上
に高騰したため，不足払いが支給されない場合でも，
現状の高水準の収入を補償可能な収入変動対応型
支払いであるACRE（Average Crop Revenue Elec-
tion：平均作物収入選択プログラム）を不足払いのオ
プションとして導入しました（2008年農業法）。これ
は，直近の収入実績を基準として軽微な損失部分に
対して補てんされる施策です。

一方，自然災害による経済的損失に対する農業保険
は，1930年代に発生した干ばつ被害に対応するために
収量保険という形で開始されました。当初は，対象作
物と地域を限定して試験的に実施されました。1980年
代に入ると農業保険の保険料補助の導入，対象地域の
拡大，民間保険会社の参入等の農業保険の普及対策
を実施しました。1994年には保険料補助率の引き上げ，
1996年には収入保険の創設，2000年には保険料補助率
の更なる引き上げ等の農業保険の本格的実施により農
業保険の参加率は増加していきました。

２．2014年農業法の背景と概要
2009年度に財政赤字は史上最大の1.4兆ドルという

未曾有の水準に達し，その後も赤字幅は縮小したも
のの，2013年に入っても財政事情は厳しい状況が続
いていました。一方で，農産物価格は2010年から上
昇し，2013年には過去最高か同等の水準になり，農
家経済が好調であるため，高価格の下でも支給され
る直接固定支払いに対する批判が高まりました。こ
のため，直接固定支払いを廃止したとしても，今後
価格が低下した場合に高価格の下での高収入を当面
の間維持する仕組みの構築が模索されました。その
結果，2014年農業法においては，直接固定支払いを
廃止するとともにその他の直接支払いについても一
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新され，軽微な収入減少を補償する収入変動対応型
支 払いであるARC（Agriculture Risk Coverage：
農業リスク補償）と従来の不足払い型支払いである
PLC（Price Loss Coverage：価格損失補償）が創設
されました。

ARCに は，郡 ベ ー スのARC-CO（ARC County 
Coverage）と農業者個人ベースのARC-IC（ARC 
Individual Coverage）の二つの方式があります。

ARC-COは品目毎の郡ベースの実収入額が郡ベー
スの基準収入額の86%を下回るときに，基準収入額
の10%を上限に支払いが実施される施策です。ARC-
COの基準収入額は，販売価格の５中３年平均に，郡
単収の５中３年平均を乗じた額です。ARC-COの実
収入額は郡の収穫単収に当該年度の販売価格を乗じ
た額です。そして支給額は，単位面積当たりの基準
収入額の86%と実収入額の差額を単価として農家毎
に固定された面積（基準面積に基づき算定）を乗じ
て求められます。

ARC-ICは，各農業経営単位の施策です。つまり，
全品目からの実収入額の合計が基準収入額の86%を
下回るときに基準収入額の10%を上限に支払いが実
施されます。ARC-ICの基準収入額は，前述のARC-
COと同様の方法で品目別の基準収入額を計算し（単
収は個人単収），それを当該年の各品目の個人ごと
の作付面積でウエイトづけした上で合計して求めら
れます。ARC-ICの実収入額は，品目毎の実収入額

（＝収穫単収×販売価格）に作付面積ウエイトを乗じ
て合計して求められます（支給額はARC-COと同様
の方法で計算）。

このようにARCは，農産物価格が低下した場合に
深い損失部分は従来の農業保険により補償すること
を前提として，農業保険の控除部分である軽微な損
失部分について補償することにより，近年の高価格
下における高収入を当面維持させる施策です（近年
の農業保険の平均的な保証率は約75％）。

一方，PLCは，価格の低下に対応した不足払い型
の施策であり，農産物価格が基準価格（Reference 
Price）を下回るとき，支払いが実施されます。支給
額は，基準価格と農産物価格の差額を単価として農
家毎に固定された生産量（基準面積に基づき算定）
を乗じて求められます。PLCを新たに創設した背景
には，コメ等の南部作物については深い損失部分

を補償する農業保険が余り普及していないことから，
これらの品目については従来の不足払い型の施策も
必要であるという事情がありました（以上の経営安
定対策の変遷については下表を参照）。

３．2014年農業法の実施状況（ARCと
PLCの選択）

以上のようにARC-COとPLCは品目毎の施策です
が，ARC-ICは農業経営単位の施策であり，農家は，
品目毎にARC-COとPLCのどちらに参加するのか，
あるいは，ARC-ICに参加するのか選択する必要が
あります（選択後の変更は不可）。

これらの選択状況は，とうもろこしと大豆では基
準面積の93.3％と96.6％でARC-COが選択されたのに
対して，コメとピーナッツでは95.3％と99.7％でPLC
が選択され，プログラムの選択が極端に偏りました。
それに対して，小麦については基本面積の55.6％で
ARC-COが，42.5％でPLCが選択され，ARC-COと
PLCの間で分かれました。

このような結果は，上述したとおり品目毎の農業保
険の普及度の違いという事情のほか，農家が選択に当
たり，公的機関から提示された価格予測に基づく2014
年から2018年までのARCとPLCからの予想受取額，特
に受取額の予測確度が高い2014年及び2015年の受取
額が重視されたことによるものと考えられます。例え
ば，とうもろこしについては，販売価格は，2015年か
らはPLC基準価格を下回る可能性が低い一方，ARC-
COが発動される水準にあると予測されています。特
に，生産と価格の状況がほぼ明らかとなっている2014
年と比較的予測の確度が高いと考えられる2015年の
両年に関して，かなり高額なARC-COの支払額が見込
まれること等から，支払額を確実に受け取ることがで
きるARC-COがより選好されたと考えることができま
す。また，コメとピーナッツについては，2014年から
2018年までの５年間，販売価格がPLC基準価格を下回
り，PLC支払いが毎年行われると見込まれているため
にPLCがより選好されたと考えることができます。
（主な参考文献）
　農業法の変遷はUSDA/ERSの関係文献，2014年農業法の背景と概要は
服部信司（2016）「アメリカ2014年農業法」農林統計協会，吉井邦恒（2014）

「平成25年度 カントリーレポート：アメリカ」，実施状況は吉井邦恒（2015）
「平成26年度 カントリーレポート：米国農業法」を参照しました。

表　米国農業法における経営安定対策の変遷の概要
価格支持融資 不足払い型支払い 直接固定支払い 収入変動対応型支払い 生産調整

1933年農業法 導入 導入
1973年農業法 継続 導入 継続
1996年農業法 継続 廃止 導入 廃止
2002年農業法 継続 再導入（CCP） 継続
2008年農業法 継続 継続 継続 導入（ACRE）
2014年農業法 継続 PLC導入（CCP廃止） 廃止 ARC導入（ACRE廃止）
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適正在庫量を大きく上回っています（13/14年では在庫
量が適正在庫量の215%）。また，最低支持価格が上昇を
続けている一方で，売渡価格は02/03年から据えおかれ
ているため，逆ざやが拡大を続けているのです。
　小麦についても，コメと似た状況にあります。近年の
最低支持価格の高止まりにより政府買上量が増加してい
る一方で，売渡量がそれを下回っているため在庫が膨張
し，12/13年には在庫量が適正在庫量の346%まで膨れあ
がりました（13/14年は255%）。また，コメと同様，最低
支持価格が上昇を続ける一方で，売渡価格は据えおか
れているため，逆ざやの拡大が続いています。
　以上のようにして，高い最低支持価格に伴うコメと
小麦の在庫膨張に加え，逆ざやの拡大により，食料補
助金が拡大を続けているのです。

３．砂糖需給の不安定性を引き起こす価格支持政策

（１）砂糖需給の不安定性
　第２図は，インドにおける砂糖の純輸入量の推移を
示しています。これをみると，1980年代半ばに純輸入
国になってからは，２～３年の間隔で純輸出と純輸入
を繰り返していることがわかります。特に，2000年代
の輸出入の変動は激しく，07/08年には601万トンの純
輸出に達していますが，09/10年には221万トンの純輸
入となっています。
　このように砂糖の純輸出と純輸入を繰り返さなけれ
ばならない要因は，インド国内での砂糖の消費量と生
産量にギャップが生じているからです。なぜそのよう
なギャップが生じるのか，以下でみていきましょう。

（２）増加が続く砂糖消費量
　近年，インドでは砂糖消費量が急速な増加を続け，
12/13年に2,500万トンに達しています。それは，１つ
には，継続する人口増加のためです。またそれに加え
て，１人当たり年間消費量が80/81年は９kgでしたが，
08/09年には20kgを超えており，着実に増加している
ことも消費量増加の一因です。国民所得の増大により，
かつては高価で入手することが難しかった砂糖が身近
なものとなったため，１人当たり年間消費量が増加し
ているのです。

（３）増減を繰り返す不安定な砂糖生産
　砂糖の生産量は，２～３年ごとに増減を繰り返し

１．はじめに

　12 億人を超える超人口大国インドは世界有数の農
産物生産国であり，消費国です。特に穀物（コメと
小麦が中心）においては，生産，消費とも大きなシェ
アを握っており，これまでも世界市場のかく乱要因に
なってきました。また，近年では急速な経済成長に
伴う国民所得の増大によって，「食の高度化」が進み，
砂糖や畜産物などへの需要が急速に高まっていること
から，これらの品目でも世界市場のかく乱要因になる
要素を含んでいます。そのため，主要穀物に加え，砂
糖をめぐるインド国内での状況を捉えることが重要な
課題となっています。そこで本稿では，主要穀物であ
るコメと小麦に加え，砂糖を取り上げ，それら農産物
をとりまく問題とその背景にある価格支持政策の関係
を検討します。

２．財政負担の拡大を引き起こす価格支持政策

（１）財政負担の拡大
　はじめに，インドにおける食料補助金の推移を第１
図でみましょう。食料補助金とは，公的分配システム
によって分配されるコメや小麦にかかる政府補助金の
ことです⑴。この図から，2000年代後半以降の食料補
助金の急増がわかります。13/14年には9,200億ルピー
に達し，対GDP比で約１%（13/14年），対中央政府支
出で約６%（12/13年）となっており，インド政府にとっ
て非常に重い負担になっているといえます。

（２）財政負担拡大要因としての価格支持政策
　それではなぜ，食料補助金がこれほどまで拡大した
のでしょうか。これには，公的分配システム下で設定
されている最低支持価格が大きく影響しています。最
低支持価格は，名目価格でみると近年の増加が顕著
で，実質価格でみても，09/10年以降は100kg当たりお
およそ600ルピーを上回り，高止まりしています。そ
の結果，多くの生産者が政府（インド食料公社および
州機関）にコメや小麦を売ろうとする行動に出たため，
生産量の30%を超える3,400万トン～3,500万トンが政府
による買上げとなりました。
　インド中央政府は買い取ったコメや小麦を各州政府へ
売り渡しますが，売渡量は増加しているものの，おおよ
そ買上量を下回っています。その結果，在庫量が膨張し，

インドの主要農産物をめぐる諸問題と価格支持政策の関係
―コメ・小麦および砂糖について―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政策研究調査官　草野　拓司
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ています。例えば近年の傾向をみると，05/06年の生
産量は2,114万トンでしたが，翌06/07年には約1.5倍の
3,078万トンに急増しています。しかしそれ以降は減少
が続き，08/09年には06/07年の約半分の1,595万トンま
で落ち込みました。そして09/10年から再び増加が始
まり，11/12年には2,862万トンまで盛り返しています。
砂糖の消費量が着実に増加を続けているのに対し，生
産量はこのように不安定であるため，消費量と生産量
の間にギャップが生じているのです。
　このような砂糖生産量の不安定要因は，サトウキビ
生産量の不安定性と深く結びついています。インドに
おけるサトウキビの生産量は，砂糖と同様に２～３年
ごとの増減を繰り返しています。それは，サトウキビ
の収穫面積の増減と連動しています。すなわち，サト
ウキビの収穫面積の増減が，サトウキビ生産量の増
減を引き起こし，それにより砂糖の生産量が不安定に
なっているのです。

（４）砂糖需給の不安定性を引き起こす価格支持政策
　サトウキビ収穫面積が２～３年ごとに増減を繰り返
す背景には，インドにおける価格支持政策の影響があ
ります。サトウキビについての価格支持政策はいくつ
かありますが，中央政府が行うものが法定最低価格

（Statutory Minimum Price：SMP。2009年からは適
正価格（Fair and Remunerative Price：F & RP））で，
法定最低価格を上回ることが多い州勧告価格（State 
Advised Price：SAP）などもあります。特に州勧告
価格とサトウキビの収穫面積は強く連動しています。
例えば近年の状況をみると，州勧告価格が落ち込んだ
後の03/04年と04/05年の収穫面積は約393万ヘクター
ルと約366万ヘクタールにとどまっていますが，04/05
年と05/06年に州勧告価格が高くなると，05/06年と
06/07年の収穫面積はそれぞれ約420万ヘクタールと約
515万ヘクタールに急増しました。07/08年に再び州勧
告価格が落ち込むと，08/09年のサトウキビ収穫面積
は約442万ヘクタールに減少しています。

　このような現象の背景には，次のような動きがある
と考えられます。サトウキビ作農民は，サトウキビの
州勧告価格が上がれば，作付面積を増やします。そう
なると，サトウキビの生産量が増えるのに伴い，砂糖
の生産量も増えますので，砂糖価格が下がります。こ
れをみて，政府は需給調整（砂糖の流通量を減らす目
的）のためにサトウキビの州勧告価格を下げます。そ
れに加え，砂糖価格が下がることで，製糖工場による
農民への支払いの遅延も生じるため，農民は作付面積
を減らそうとします。その結果，砂糖の流通量が減る
ため，政府は需給調整（砂糖の流通量を増やす目的）
のためにサトウキビの州勧告価格を上げることにより，
再びサトウキビが過剰に生産されるという循環になっ
ているのです⑵。
　このようにして，政府による価格支持政策に大きな
影響を受け，サトウキビの収穫面積が２～３年ごとに
増減を繰り返すため，砂糖生産量も２～３年ごとの増
減が繰り返されているというわけです。

４．おわりに
　本稿では，国際市場において重要な位置づけにあ
るインドのコメ，小麦および砂糖を取り上げ，課題を
検討したところ，いずれも価格支持政策の影響を大き
く受けていました。インドは国際市場における影響力
が大きいだけに，これら農産物の動向について，今後
も価格支持政策に注視していく必要があるといえるで
しょう。

⑴　公的分配システム，食料補助金，価格支持政策等の仕組みにつ
いては，首藤（2006） 「公的分配システムをめぐる穀物市場の課
題」『躍動するインド経済 光と陰』，および草野（2015）「カン
トリーレポート：インド」『平成26年度 カントリーレポート：イ
ンド，アルゼンチン，ベトナム，インドネシア』を参照のこと。

⑵　この点については，次の文献において，砂糖の市場価格の変動
と，製糖工場および契約農家との関係から説明しているので，
参照いただきたい。独立行政法人農畜産業振興機構調査情報
部調査課（2010）「インド砂糖産業の概要－砂糖生産と政策－」

『砂糖類情報』2010年4月号，およびUSDA（2010）,“Indian 
Sugar Sector Cycles Down, Poised To Rebound”。

第１図　食料補助金の推移
資料：GOI （Ministry of Finance） ウェブサイトおよび
　　　RBIウェブサイトより．

第２図　砂糖の純輸入量
資料：USDAウェブサイトより．
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生態系サービス評価に関する国内外の動向と展望生態系サービス評価に関する国内外の動向と展望

セ ミ ナ ー 概 要 紹 介

講師：蒲谷　景*	氏（地球環境戦略研究機関 研究員）
　　　佐藤 真行	氏（神戸大学大学院人間発達環境学研究科 准教授）　
日時：平成28年7月14日（木）14時～16時　
場所：農林水産政策研究所セミナー室　

平成28年７月14日（木），セミナー｢生態系サー
ビス評価に関する国内外の動向と展望｣が農林水産
政策研究所で開催されました。生態系は，最近世界
的に注目を集めており，欧米諸国を中心にそこから
発生するサービスの価値の貨幣評価が積極的に行わ
れています。生態系サービスは農村にも多く賦存す
る資源ですが，その便益は農村住民のみならず，都
市住民にも幅広くもたらされるもので，その価値評
価を行うことは，都市と農村の関係を改めて評価す
ることにも繋がります。本セミナーでは，二人の研
究者の方々に，日本を含めた世界の生態系サービス
の評価に関する動向，土地利用と絡めた生態系サー
ビス評価の具体的な方法，そして評価結果の将来的
な活用方法などについて報告していただきました。

１．生態系サービスの空間的評価

第１報告として，地球環境戦略研究機関（IGES）
の蒲谷景研究員から「空間的な生態系サービスの評
価」のタイトルでご報告いただきました。報告で
は，まず生態系サービスの国際的な系譜が紹介され
ました。著名な環境経済学者であるロバート・コス
タンザの研究によると，生態系サービスの価値は全
世界で年間約33兆ドルであり，この額は世界全体の
国内総生産（GDP）18兆ドルを大きく上回るもの
です。このようなとてつもなく大きな価値があると
される生態系サービスですが，2005年に国連から発
表された「ミレニアム生態系評価（MEA）」では，
生態系サービスが機能ごとに分類され，人間の福利
にどのような効果があるのかがまとめられました。
その後，2008年には，「生態系と生物多様性の経済
学（TEEB）」から中間レポートが発表され，自然
資本の劣化がこのままの状態で進むと，今後50年間
で生態系サービスに２兆ドルから４兆5,000億ドル
の損失が生じるとの推定結果が示されました。

食料・環境領域　主任研究官　林　　岳

報告では次に，生態系サービスに関する近年の
研究や各国のアセスメントにおいて，生態系サービ
スを空間的に評価することが重要な要素のひとつに
なりつつあることを指摘するとともに，生態系サー
ビスの空間的評価の動向や日本における生態系サー
ビスのマッピングの実施状況，土地利用モデルと生
態系サービスのマッピングを組み合わせた研究につ
いても紹介がありました。日本では，環境省が一部
の生態系サービスについて過去からの変化を空間的
に評価して公表しています。また，海外の事例とし
て，生態系サービスのフローと受益者の関係を明ら
かにした研究や，土地利用による生態系サービス量
の違いをシナリオ分析した研究，さらには生態系
サービスごとにその価値を貨幣評価した研究事例な
どが紹介されました。報告では最後に，生態系サー
ビス評価の今後の展開と政策利用について，将来の
生態系サービスの状況をモデル分析で予測する研究
や，社会・生態システムの統合モデルの構築とそれ
を用いたシナリオ分析が現在実施されていることが
紹介されました。そして，政策への貢献の可能性に
ついては，生態系サービスの評価を環境政策の立案
のための指標として活用することなどが示されまし
た。また，今後の生態系サービス評価の方向とし
て，関係性価値（Relational value）という新しい
考え方の紹介がありました。この関係性価値とは，
人々が生態系サービスをどのように所有し，使用す
るかという視点だけでなく，生態系サービスとどの
ような関係を構築するかも含めた価値評価と捉える
ことができます。このような新しい考え方も評価に
取り入れつつ，今後生態系サービス評価が進められ
ていくことが見込まれます。

２．都市域における生態系サービスの評価

第２報告では，神戸大学大学院人間発達環境学

＊蒲谷氏の現所属は，東京大学国際高等研究所サステイナビリティ学連携研究機構　特任研究員。
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研究科の佐藤真行准教授より，「都市域における生
態系サービス評価と指標の活用」というタイトルで
ご報告いただきました。都市域における生態系サー
ビスは，文化的サービスや審美的サービスの占める
割合が大きいため，市場価格や市場分析を通じた評
価が難しい面があります。しかしながら都市域にお
いても生態系サービスが高い生活の質を支えている
ことは間違いありません。報告では，まず生態系
サービスの経済評価の基本的概念と評価手法（交換
価値評価，余剰価値評価，主観的福祉評価），分類

（利用価値と非利用価値）について簡単な説明があ
りました。続いて神戸市における都市緑地に着目し
た都市生態系サービス評価の研究事例が紹介されま
した。この事例では，仮想市場評価法（CVM）に
よる神戸市の森林の経済価値評価を行い，１家計
1haあたり平均3,687円という結果が得られました。
次に，都市域における住民の多様性に関連し，評価
者たる住民の個人的経験やパーソナリティが環境に
対する選好をどう形成するかという点が議論されま
した。具体的な分析例として，実際の森林や自然で
の活動経験や住環境との関連を定量化し，幼少期に
おける動植物の採取経験や自然経験などが経済評価
額に影響を与えていることが示されました。また，
生活満足度アプローチと呼ばれる手法で森林の経済
価値を計測した結果についても報告がありました。
生活満足度アプローチとは，森林面積が１単位増加
することで改善する住民の生活満足度をちょうど打
ち消すだけの所得の減少額を求めることによって森
林の経済価値を計測するものです。このアプローチ
での評価額は，森林１haあたり年間16,970円となり
ました。これはCVMで計測した結果よりもかなり
高い額で，生活満足度アプローチで計測した結果に
はCVMでは計測できない価値が含まれていること
がその要因と考えられます。

さらに新国富（Inclusive wealth）という考え方
に基づき，森林資源の経済評価を行った研究事例に
ついて紹介がありました。この研究では，過去に蓄
積された複数の森林資源の経済評価事例の分析結果
をもとにメタ分析を行い，評価額（支払意思額）が
森林の質や地域変数などのうち，どのような要素に
よって規定されるのかを分析しています。この結
果，森林に対する支払意思額は森林の広葉樹林率や
天然率，樹齢などに規定されていることが示されま
した。この結果をもとに，日本国内各都道府県にお
ける広葉樹林率，天然林率，樹齢などのデータを推

計式に入力することで，都道府県別の１家計１ha
あたり支払意思額が推計され，これを各都道府県の
森林資源の経済価値の面積単価とすることができま
す。さらにこの森林資源単価を森林面積に乗じるこ
とで，ストックとしての森林資源の価値が計測され
るという仕組みです。この結果を見ると，森林面積
当たりの単価として高いのは関東周辺部や北陸地方
である一方，ストック価値としては森林面積の大き
い北海道や岩手県などで高くなっていることがわか
りました。さらに５年間の森林ストック価値の変化
では，ストック価値が増えているのは北海道，沖縄
県，長野県などで，逆に減っているのは岩手県，岐
阜県，千葉県などという結果が得られました。

本セミナーで取り上げた生態系サービスの評価
は，将来的には生態系勘定や持続可能性指標の構築
に役立つほか，政策立案・評価ツールとしての利用
も可能と考えられています。今後，さらに生態系
サービスの様々な価値についての評価手法が確立
し，より広範囲の価値を評価できるようになること
が期待されています。

注．セミナーの資料につきましては，こちらをご覧ください。
http://www.maff.go.jp/primaff/meeting/kaisai/2016/index.html

講師：佐藤　真行氏

講師：蒲谷　景氏
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近年，農村経済を活性化させる一つの方策として農
林水産物のブランド化が進んでいます。こうした産地
ブランド化を後押しする制度として，2015年６月に「地
理的表示保護制度」が施行されました。この制度は，
産地と結び付いた特性を有する産品について国がお墨
付きを与えるものであり，生産者は差別化による利益
の享受が期待できます。また登録されることで，これ
まで生産者が訴訟等を負担していた不正な地理的表示
の使用に対して，行政が取締りを行います。さらに制
度への登録には品質基準の設定や基準を守る体制の整
備が要件となっており，消費者は品質が保証された産
品を選択できます。

この新しい仕組みを産地ブランド化へ生かすため，
本書では，様々な提言がなされています。例えば，た
だ登録を目指すのではなく，「なぜ申請するのか，取得
するメリットと申請に要する手間や時間のコストにつ
いて，生産者と関係団体で冷静に議論をする必要」が
あるでしょう。また，地理的表示保護制度への申請に
当たって，産地と産品の特性の結びつきを提示する過
程で，産品の「独自性」を把握できます。さらに，生
産地域の範囲や品質基準等について地域内で合意形
成を図る際に，産地内での意思決定過程がどのように
なっているのかを整理し，「生産者が主体的に参加で
きる環境を醸成することが望まれます」。本書は，地
理的表示保護制度への登録を目指すだけではなく，制
度をうまく活用した産地のブランド管理体制の強化が
重要であることを示しています。

具体的な本書の構成ですが，第Ⅰ部では本書の趣旨
や，地理的表示保護制度の概要が説明されています。
第１章では，「人が住み，集落・コミュニティなどの単
位で生活していく場として農林業をいかに構築していく
のか」という本書の問題意識を述べ，産地ブランドを保
護する複数の制度を簡潔に整理しています。第２章で
は地理的表示保護制度の仕組みについて詳述し，第３
章では他国の地理的表示保護の状況を説明しています。
第４章では，欧州における地理的表示保護制度の展開
として，制度の登録状況や認証マークの認知度につい

て述べています。
第II部では，産地ブラ

ンド化へ向けた具体的な
戦略を解説しています。
第５章では産地戦略策定
に向けたステップや地域
行政職員にできる活動等
を，第６章では利害関係
者間の「縁結び活動」と
いった地域産品ブランディングのポイントを整理する
など，具体的な実務のポイントを提示しています。第
７章では，JAびえいの事例を理論的整理とともに紹
介しています。第８章では，法律学の観点から地理的
表示の登録手続きや合意形成の課題を提言し，第９章
で，品質管理プランを策定する上での考え方を提示し
ています。また第10章では，産地ブランド戦略におけ
る地理情報システムの有用性を述べています。

第III部では，具体的な産地ブランド戦略の事例を提
示しています。第11章では，地理的表示保護制度へ申
請した産品を複数紹介し，同制度に対して各産地が期
待する点や，申請に当たっての課題と対応状況等を整
理しています。その他，生活協同組合とJAささかみが
協同で取り組む産地ブランド戦略の事例（第12章）や，
水産品の産地ブランドの現状と課題（第13章），清酒・
本格焼酎の地理的表示の現状と課題（第14章）を提示
しています。

このように本書は地理的表示保護制度を核として，
産地ブランド化へ向けた制度の概要や具体的な実務の
ポイント，実際の事例を詳述しています。本書でも指
摘されている通り，産地ブランドは利害関係者が多く，
また多様な生産基準が併存するケースがあることか
ら，地域内外での合意形成が困難であり，ひいては体
系的なブランド戦略の構築が難しい状況にあります。
本書は，利害関係者間の「縁結び役」の重要性を指摘
するなど，産地ブランド化を新しい制度の下で進める
ための有用な考え方を，産地の実態に則した形で提示
しています。

『農林漁業の産地ブランド戦略
　　　　　　　　地理的表示を活用した地域再生』

香坂 玲 編著
食料・環境領域　研究員　八木　浩平

『農林漁業の産地ブランド戦略
　地理的表示を活用した地域
再生』
編著者／香坂 玲
出版年／2015年12月
発行所／ぎょうせい
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　「研究活動一覧」は，当所研究員の研究活動と研究内容
や関心分野を，読者の皆様に提供することを目的として
います。研究内容の詳細につきましては，直接担当研究
員までお問い合わせください。

① 研究論文および雑誌記事等

著者名（共著者を含む） 表　　　題 発表誌等
（単行本の場合は発行所名も記入） 巻・号 発表年月

明石光一郎 ミャンマー：コメと豆類の需給動向
プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月

明石光一郎 インドネシア：主要農産物の需給と農業政
策

プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月

泉原　明 中南米：地域統合と農業の変容
プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月

井上荘太朗 タイ：輸出型農業の発展と保護政策のコメ
輸出への影響

プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月

岡江恭史 ベトナム：コメ政策のジレンマ
プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月

勝又健太郎・吉井邦
恒

米国：農業法に基づく経営安定政策－これ
までの変遷と実施状況－

プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月

勝又健太郎・原口和
夫・浅井真康

EU: 新共通農業政策（CAP）－これまでの
変遷と新 CAP の実施状況－

プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月

河原昌一郎 中国：中国の食糧問題
プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月

草野拓司 インド：主要農産物の需給と農産物価格政
策

プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月

草野拓司 アフリカ：主要地域の主食と政策
プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月

小泉達治・古橋元 2025 年における世界の食料需給見通しの
概要－世界の食料需給モデルによる予測－

プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月

小泉達治 バイオ燃料と食料需給
プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月

小泉達治
気候変動下における国際米価格の変動と農
業投資の影響－ ASEAN ８ヶ国を対象とし
たシミュレーション－

プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月
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著者名（共著者を含む） 表　　　題 発表誌等
（単行本の場合は発行所名も記入） 巻・号 発表年月

清水純一 ブラジル：食料供給力の拡大過程と課題
プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月

玉井哲也 オーストラリア：自由主義的な農業・保護
政策

プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月

長友謙治 ロシア：穀物輸出国としての発展可能性
プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月

樋口倫生 韓国：FTA 国内対策
プロジェクト研究資料［主要国
農業戦略］研究資料　平成 27
年度カントリーレポート　総括
編，食料需給分析編

第 9 号 2016 年 3 月

曲木若葉 東北水田地帯における高地代の存立構造－
秋田県旧雄物川町を事例に－ 農業問題研究 第 47 巻 

第 2 号 2016 年 6 月

浅井真康 デンマークにおける有機農業政策 農業 1615 号 2016 年 8 月

川崎賢太郎 農家は長寿か：農業と疾病・健康との関係
に関する統計分析

新たな価値プロジェクト研究資
料　農業・農村の新たな機能・
価値の評価手法開発

第１号 2016 年 8 月

佐々木宏樹 主観的幸福度アプローチによる都市と農村
の比較分析

新たな価値プロジェクト研究資
料　農業・農村の新たな機能・
価値の評価手法開発

第１号 2016 年 8 月

佐々木宏樹・
西田貴明

農業・農村の有する価値と企業の社会的行
動－行動経済学的視点からの考察－

新たな価値プロジェクト研究資
料　農業・農村の新たな機能・
価値の評価手法開発

第１号 2016 年 8 月

林　岳 真の進歩指標（GPI）を用いた都市農村格差
の計測

新たな価値プロジェクト研究資
料　農業・農村の新たな機能・
価値の評価手法開発

第１号 2016 年 8 月

佐藤真弓
ＵＩターン等による世代交代が促す地域資
源利用の多様化－長野県飯山市を事例とし
て－

新たな価値プロジェクト研究資
料　農業・農村の機能・価値の
維持増進を図る方策の検討

第２号 2016 年 8 月

田中淳志 大学生の農林業・農山村体験から見る農林
業・農山村の価値

新たな価値プロジェクト研究資
料　農業・農村の機能・価値の
維持増進を図る方策の検討

第 2 号 2016 年 8 月

林　岳
小規模木質バイオマス発電の経済性評価－
岩手県陸前高田市生出地区における木炭発
電の費用推計－

新たな価値プロジェクト研究資
料　農村における地域資源の活
用とその効果－バイオマスのエ
ネルギー利用を中心として－

第 3 号 2016 年 8 月

國井大輔・澤内大輔・
林　岳

木質エネルギー利用による森林管理及び地
域経済への影響評価－岩手県西和賀町にお
ける木質チップボイラー導入を事例に－

新たな価値プロジェクト研究資
料　農村における地域資源の活
用とその効果－バイオマスのエ
ネルギー利用を中心として－

第 3 号 2016 年 8 月

國井大輔
複数の大規模木質バイオマス発電所におけ
る燃料木材の競合－岩手県における大規模
木質バイオマス発電所を事例に－

新たな価値プロジェクト研究資
料　農村における地域資源の活
用とその効果－バイオマスのエ
ネルギー利用を中心として－

第 3 号 2016 年 8 月

浅井真康 バイオガス関連政策と主体間関係－デン
マークでの取組を事例に－

新たな価値プロジェクト研究資
料　農村における地域資源の活
用とその効果－バイオマスのエ
ネルギー利用を中心として－

第 3 号 2016 年 8 月

林　岳・國井大輔・
仲田俊一

IRENA との協同によるバイオエネルギー評
価ツールの開発

新たな価値プロジェクト研究資
料　農村における地域資源の活
用とその効果－バイオマスのエ
ネルギー利用を中心として－

第 3 号 2016 年 8 月
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著者名（共著者を含む） 表　　　題 発表誌等
（単行本の場合は発行所名も記入） 巻・号 発表年月

吉井邦恒 農業保険の意義と評価について 月刊 NOSAI 第 68 巻
第 8 号 2016 年 8 月

吉田行郷 企業の力，企業のスピード感 コトノネ Vol.19 2016 年 8 月

吉田行郷 民間流通制度導入後の国内産麦のフードシ
ステムの変容に関する研究 農林水産政策研究叢書 第 11 号 2016 年 8 月

河原昌一郎 中国の食糧需給をめぐる動向 農林水産政策研究所レビュー No.73 2016 年 9 月

橋詰　登
センサスに見る農業構造変動の特徴と地域
性―「2015 年農林業センサス結果の概要

（確定値）」の分析から―
農林水産政策研究所レビュー No.73 2016 年 9 月

Martin G, Moraine 
M, Ryschawy J, 
Magne M-A, Asai 
M, Sarthou J-P, 
Duru M, Therond 
O

Crop-livestock integration beyond the 
farm level: a review

Agronomy for Sustainable 
Development 36：53 2016 年 9 月

松久　勉 農業における雇用の動向と今後 日本労働研究雑誌 No.675 2016 年 9 月

吉井邦恒 セーフティネットとしての農業保険制度－アメ
リカ・カナダの農業経営安定対策の事例研究－ 保険学雑誌 第 634 号 2016 年 9 月

吉田行郷
国内産小麦の需要の変化と需要拡大に向け
た新たな動きについて～各地で取り組まれ
た品種転換から学ぶ～

米麦改良 2016 年 
9 月号 2016 年 9 月

吉田行郷 農業と福祉の連携による農業・農村の活性
化（その１）

アグリビジネス経営塾（日本農
業法人協会） No.708 2016 年 9 月

② 口頭発表および講演

講演者 講演演題 講演会名（主催者） 講演開催年月日

吉田行郷 最近の国内産小麦を巡る状況と各地での新
品種への転換について 第 142 回民間流通連絡協議会作業チーム 2016 年 3 月 15 日

吉田行郷
国内産小麦の需要の変化と需要拡大に向け
た新たな動きについて～各地で取り組まれ
た品種転換から学ぶ～

全国製粉協議会オーナー会議 2016 年 3 月 16 日

吉田行郷 農業分野での障害者就労の現状と課題 ～都
市部，都市近郊の事例を中心に～ 全国農業協同組合中央会「市民農園等研究会」 2016 年 4 月 15 日

吉井邦恒 農業セーフティネットとしての収入保険制
度について 日本保険学会第 219 回関東部会 2016 年 6 月 17 日

Asai  M,  Mart in 
G, Moraine M & 
Ryschawy J 

An analytical framework for assessing 
crop-livestock systems beyond the 
farm level

EcoSummit 2016 (Montpellier, France) 2016 年 8 月 29 日

Asai M, Inoue S & 
Koshiba Y 

Network governance of traditional 
farming systems: a study from Aso 
region, Japan

EcoSummit 2016 (Montpellier, France) 2016 年 8 月 31 日
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農林水産政策研究に関連する学会等の紹介
（2016年12月～2017年１月開催）

開　催　大　会　等 主　　催 開　催　日　時 開　催　場　所

第96回研究大会 東南アジア学会
2016年12月3日（土）

～4日（日）
慶應義塾大学
三田キャンパス

農村計画学会2016年度秋期大会 農村計画学会
2016年12月3日（土）

～4日（日）
北海道大学農学部

2017 Annual Meeting
American
Economic 
Association

2017年１月6日（金）
～8日（日）

Chicago, IL

最近の刊行物
プロジェクト研究［主要国農業戦略］研究資料

第９号 2016年３月 平成27年度カントリーレポート：総括編，食料需給分析編

新たな価値プロジェクト研究資料
第１号 2016年８月 農業・農村の新たな機能・価値の評価手法開発
第２号 2016年８月 農業・農村の機能・価値の維持増進を図る方策の検討
第３号 2016年８月 農村における地域資源の活用とその効果－バイオマスのエネルギー利用を中心として－

農林水産政策研究叢書
第11号 2016年８月 吉田行郷 民間流通制度導入後の国内産麦のフードシステムの変容に関する研究

勝又健太郎・吉井邦
恒

米国農業法の変遷と 2014 年農業法の実施
状況 研究成果報告会（農林水産政策研究所） 2016年9月6日

吉田行郷 農福連携の過去・現在・未来  Ⅰ ～今，な
ぜ農福連携なのか～

あわら・坂井のうふく連携協議会第１回農福
連携研修会 2016年9月16日

菊島良介・吉信槙人・
鳥山大地・松井隆宏

農産物直売所への出荷意向とその規程要因
－三重県 H 直売所への出荷意向アンケート
の分析－

日本農業経営学会研究大会 2016年9月17日

山本淳子・大浦裕二・
玉木志穂・八木浩平 女性の就業と食の簡便化に関する一考察 日本農業経営学会研究大会 2016年9月17日

玉木志穂・大浦裕二・
山本淳子・八木浩平

行事食における中食の選択要因に関する一
考察 日本農業経営学会研究大会 2016年9月17日

吉田行郷
わが国の小麦のフードシステムにおける北
海道産小麦の位置付け－品種転換を機にし
た各主産地産小麦の関係変化を中心に－

2016 年度北海道農業経済学会大会「岐路
に立つ地域農業～小麦を巡る新展開～」 2016年9月24日

吉井邦恒 現代農環境資源政策学特論（アメリカの農
業と農業政策他） 東北大学大学院農学研究科 2016年9月28日

吉田行郷 地方公共団体等における農福連携の推進体
制の構築について 

全国市町村国際文化研修所「平成 28 年度研修　
食と農と福祉の連携による魅力的なまちづくり」 2016年9月30日
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概要



文書のアクセシビリティの完全性を損なう可能性がある問題点が検出されました。
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